2011年度「労働法」（11月8日）

第11回　雇用保障(労働契約終了の法規制)（荒木246～273頁）
第11回講義のねらい「解雇規制のあり方によってその国の雇用システムはどのように違ってくるであろうか」「民法上、解雇は自由と定められているといわれるのはなぜか」「民法の解雇自由の原則は現在どのように修正されているのか」「解雇権濫用法理と整理解雇の関係は？」「日本の解雇規制を諸外国と比較するとどのような特徴があるのか」「今後の解雇規制はどのようにあるべきなのか」「労働者からの解約（辞職）や合意解約をめぐるどのようなトラブルが生じているか、何らかの立法上の対応が必要か」といった雇用保障・労働契約の終了をめぐる諸問題を検討し、今後の雇用保障・雇用システムのあり方についても考える。
1. 雇用保障と雇用・労使関係システム
アメリカと日本の解雇規制と雇用システムの違い
労働契約の終了事由

①解雇

②辞職

③合意解約

④定年

⑤当事者の消滅

⑥有期契約の期間満了→非典型雇用の一つとして有期契約の項で

2. 解雇
a. 民法（627条）における解雇の自由と解約告知期間
b. 一定期間・一定事由における解雇の禁止
c. 解雇予告
i. 30日間の解雇予告・予告手当
ii. 解雇予告義務違反の解雇の効力
76事件
d. 解雇権濫用法理
i. 解雇権濫用法理の形成と確立
ii. 解雇権濫用法理の成文化
iii. 解雇権濫用法理の内容

1) 客観的合理的理由の要求

2) 社会的相当性の要求

77事件

iv. 解雇事由の就業規則記載と解雇理由の明示

1) 就業規則における解雇事由記載（労基法89条3号）

2) 就業規則の解雇事由記載は例示列挙か限定列挙か

v. 解雇理由の証明書（労基法22条１項）

e. 整理解雇法理
i. 整理解雇の４要素（4要件？）
1) 人員削減の必要性
2) 解雇回避努力義務
3) 解雇対象者選定(人選)の合理性
4) 説明・協議等の解雇手続の妥当性
ii. 解雇権濫用法理と整理解雇法理の関係

f. 解雇無効の効果
i. 解雇無効の意味
ii. 解雇無効の主張と期間の経過
iii. 解雇期間中の賃金

1) 賃金請求権の存否

2) 中間収入の控除

82事件

＜遡及払金額からの中間収入控除＞
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iv. 解雇と不法行為

v. 日本の解雇規制の特徴と今後の方向

3. 辞職（労働者による解約）
4. 合意解約

a. 退職の意思表示の解釈
74事件
b. 退職の意思表示の瑕疵
c. 合意解約申し込みの撤回

d. 退職勧奨

75事件
5. 定年
a. 定年制の意義と機能

b. 定年制の適法性

6. 当事者の消滅
7. 労働契約終了に伴う法規制
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遡及払賃金20万円





判決時





控除不可





控除可能





同時期を対象とする一時金から控除可能





平均賃金の6割(12万円)





一時金（１～６月を対象期間として７月支払の場合、4～6月の中間収入分が控除対象。ただし、いずみ福祉会事件・最三小判平成18･3･28労判933号12頁は、支払時期の対応関係として処理［この判決の理論上の問題点については荒木265頁注52参照］）





解雇時
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中間収入15万円
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